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経済産業定点調査の概要

１．趣旨・目的

我が国経済の現状と先行きについて、直ぐには経済指標に現れにくい企業・産業の実態も踏まえ
た分析を行うため、「経済産業定点調査」を実施。今回は、その第２回目。

２．方 法

○ 業界の主要企業等に対し、業況や見通し、経営を巡る環境変化等につきヒアリング調査を実施。
○ 関係部局が企業の経営幹部等にインタビューを行い、トップ層の「生の声」の収集にも努める。

○ 調査は、地域経済産業調査（拡大経済産業局長会議で発表）と合わせて実施し、経済産業省と
して、我が国全体と地域のきめ細かな経済情勢を総合的に把握。

３．調査期間・対象企業

○ 調査期間 ： ２００８年８月
○ 対象企業 ： ２０業種・１０４社。

・ 製造業：①鉄鋼、②非鉄金属、③化学、④ガラス、⑤セメント、⑥産業機械、⑦プラント、
⑧自動車及び同部品、⑨繊維、⑩紙・パルプ、⑪電機

・ 流通業：①百貨店、②総合スーパー、③コンビニ、④ショッピング・センター
・ サービス業：①情報サービス、②テーマパーク・遊園地、③ブライダル・結婚式場、④広告、

⑤リース
中小企業等については、地域経済産業調査における中小企業へのヒアリング結果（１，１２９

社）や中小企業団体中央会も参考とした。
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基調：我が国経済は、輸出が弱含み、厳しさが続く。

1．企業の声を踏まえた日本経済の姿

＜家 計＞家計消費は、消費者マインドの悪化等を背景に、弱い動きが続く。

＜業 況＞企業の業況感は、総じて見れば、一段と慎重化。

＜設備投資＞設備投資意欲は、総じて見れば、底堅い。

＜輸 出＞輸出は弱含み。
資源国・新興国市場の成長が見込まれる一方で、先進国市場における需要減の懸念が拡大。

＜雇 用＞企業の雇用に対する姿勢は前年並み。

２．原油・原材料価格の高騰の影響に関する企業の声

○ 原油・原材料価格の高騰は、製造業・非製造業を問わず、多くの企業の収益を圧迫。
○ 企業は、原油・原材料価格の高騰に対し、価格転嫁のほか、仕入れ先の多様化、省エネ努力等により対応。

３．我が国経済の現状と先行きへの示唆

○ 前回調査（６月発表）以降、企業をめぐる環境は内外ともに厳しさを増す。

○ 原油・原材料価格の高騰に伴う企業収益が圧迫される中、伸び悩む賃金の抑制、消費の減少という問題に対
処し、国民の不安を取り除き、我が国経済を強固なものとしていくことが重要。
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１．家計消費は、消費者マインドの悪化等を背景に、弱い動きが続く。

【指標の動き（７月）】
○ 実質消費支出は前年同月比▲0.5％（５ヶ月連続の減少）、前月比０．９％増（総務省・家計調査）。
○ 小売販売額は前年同月比＋1.9％の増加（経済産業省・商業販売統計）。
○ 消費者態度指数（一般世帯）は前年同月比▲13.0ptの31.4（内閣府・消費動向調査）。
○ 消費者物価は、生活必需品を中心に上昇し、＋2.4％の上昇（総務省・消費者物価指数）。

【概 況】
○ 所得が伸び悩む中、生活に密着した財を中心に消費者物価の上昇し、家計の購買力が圧迫されている。
○ 家計に関連する企業からは、前回調査に続き、消費者のマインドの冷え込みと節約志向が指摘された。
○ こうした中、消費者の低価格志向に対応し、プライベート・ブランド（ＰＢ）商品への取組等に力を入れるとの声

あり。他方、消費者の選別意識が強まる中、厳しい消費者の目にかなう品質やサービスの提供が重要と指摘す
る企業もあった。

○ 消費者が低価格志向へシフト。富裕層も株価の低迷等で消費マインドが冷え込んでいる（百貨店）。
○ 衣料品は消費者の節約志向の影響が顕著。男性衣料品が不調（総合スーパー）。
○ ＰＢ商品や第３のビール等、価格訴求型の商品の売上が伸びている（コンビニ）。
○ ７月はガソリンなど幅広い値上げが相次ぎ、生活防衛のため出費を抑える動きが強まり、今までと異なる動き

が見られた。消費者心理は極度に冷え込んできた（地方商店街）。

○ 春頃から顕在化してきた慎重な消費行動、比較購買スタイルが継続。消費者は、本当に必要なものをよく比べ
て購入するという堅実な消費パターンに傾斜している（ショッピング・センター）。

○ 消費者の商品に対する目はシビアであり、価格が安いだけでは購入せず、品質や価値を見極めて購入してい
る（繊維）。

○ 化粧品の消費全体では弱含みで推移しているが、高額品は比較的健闘（化粧品）。
○ 顧客は本物志向が強く、良い施設、料理、サービスには値段が高くでも支出する傾向（ブライダル・結婚式場）。

企業の声
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（参 考）家計に関連する指標
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○ 業況は良くない。米国経済の減速に加え、大型車から小型車へのシフトにより利幅が減少（自動車）。
○ 北米では、建築向け及び自動車向け、国内では建築向け需要が不調（ガラス）。
○ 公共投資の削減、民間の住宅着工や設備投資の落ち込みで、業況は悪化している（セメント）。
○ ナフサ等の原料価格の高騰が収益を圧迫。原油価格が大きく変動するなど状況の変化が激しく、見通しを

立てにくい（化学）。

○ 米国を中心に自動車向けなど需要減の懸念があるが、新興国向け等の需要は堅調で、業況が大きく悪化
することはないと見込まれる（鉄鋼）。

○ 産油・産ガス国を中心にプラント建設需要が旺盛であり、業況は堅調（プラント）。

○ 主力となっている百貨店向け衣料品が不振（繊維）。
○ 国内では、新規店舗のみならず既存の店舗でも客足が増えてきている（繊維）。

○ 経済の先行き不透明から、どの顧客企業も積極展開できない状態（広告）。
○ 国内の不動産業、建設業等を中心に倒産が続き、リース業をめぐる環境は悪化（リース）。

２．企業の業況感は、総じて見れば、一段と慎重化。

【指標の動き】
○ 日銀短観（６月調査）における業況判断D.I.（全規模・全産業）は、５期連続で悪化し、▲７％ポイント（日銀・短観）。
○ ４－６月期の売上げは前年同期比▲0.7％、経常利益は同▲5.2％（財務省・法人企業統計）。
○ ７月の生産は前年同月比＋2.4％、季節調整済前月比＋1.3％（経済産業省・鉱工業生産指数）。

【概 況】
○ 製造業については、原油・原材料価格の高騰による収益の圧迫に加え、米国向け需要の減少等から、多くの

企業の業況感が慎重化（約半数の企業が業況が悪い、悪化と回答）。他方、新興国向け需要の拡大に期待す
る声もある。また、同業種内でも、企業によって業況感が異なるケースも見られた。

○ 非製造業についても、消費の弱さや経済の先行き不透明感等から、総じて業況感は慎重になっている。

企業の声
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３．企業の設備投資意欲は総じて見れば底堅い。

【指標の動き】
○ ４－６月期の設備投資実績は、前年同期比▲6.5％の10兆8,680億円 （財務省・法人企業統計）。
○ 日銀短観（６月調査）における生産・営業用設備過剰感Ｄ．Ｉ．（全規模・全産業）は、若干過剰の＋２％pt（日銀・短観）。
○ 日銀短観（６月調査）における０８年度設備投資計画（全規模・全産業）は、前年度比▲1.4％（日銀・短観）。
○ 大企業向けアンケート調査によれば、０８年度の設備投資動機は、維持・補修（24.3％）、新製品・製品高度

化（7.6％）、合理化・省力化（7.1％）が前年度からシェアを伸ばす一方、能力増強（44.3％）のシェアは低下（政
策投資銀行・設備投資計画調査）。

【概 況】

○ ０８年度の設備投資については、約４割の企業が前年度と同程度と回答。約４割の企業は設備投資を増額す
る予定であると回答。

○ 企業の投資態度には慎重さも見られるが、他方で、設備余剰感の大きな高まりは見られず、総じて見れば、企
業の設備投資は底堅いとも分析できる。

○ 設備投資の目的については、能力拡大、維持・補修のほか、省エネを含む合理化・効率化を挙げる声が多い。

○ 将来の収益の原動力となる大型設備投資は、足下の景気に左右されず計画的に行うべきもの。一方、維持更
新等の小規模の設備投資については、不急のものを延期するなど、慎重な対応が必要（化学）。

○ 銀行の融資条件が厳しくなっていること等から、企業のＩＴ投資に対する姿勢は慎重さを増している（情報サー
ビス）。

○ 収益が悪化し中小企業の設備投資は抑制傾向（リース）。

○ 省エネ・省資源に加え、高付加価値製品対応の設備投資が中心（鉄鋼）。
○ 今後、優先度の高い案件は、能力増強、省エネ対応（ガラス）。
○ これまでは生産能力の拡大などを中心に投資してきたが、今後は工場再編、物流最短化などによる効率化を

図る（工作機械）。

企業の声
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○ 米国では、自動車向け売上げ減少の影響が大きい（ベアリング）。
○ 北米経済の悪化、そのアジア経済への波及の懸念があるが、新興国における需要は堅調に推移する見込

み（鉄鋼）。
○ 新興国を中心とした販売の伸びを見込んでいるが、欧米での販売動向、原油高、原材料高等の不透明な要

素があり、先行きには慎重な見極めが必要（自動車）。

○ アジアにおける石化製品の需要は、中国、インドの高い成長を背景に伸長が続く見込み（化学）。
○ ロシアの設備需要は堅調。北欧やトルコ・東欧でも投資は意欲的。中国は金融引き締めの影響が出始めて

いたが、潜在需要は大きい（工作機械）。
○ 新興国を中心に、光通信、電力ケーブルなどの需要が好調（非鉄金属）。

４．輸出は弱含み。
資源国・新興国市場の成長が見込まれる一方で、先進国市場の需要減の懸念が拡大。

【指標の動き】
○ ７月の貿易統計（金額ベース）では、輸出は前年同月比＋8.0％（財務省・貿易統計）。

米国向け：▲11.4％、ＥＵ向け：＋4.1％、アジア向け：＋12.6％。
○ ４－６月期の米国の実質ＧＤＰは、前期比年率＋3.3％の成長（米商務省ＧＤＰ統計）。ユーロ圏は同▲0.8％

（ユーロスタットＧＤＰ統計）、中国は同＋10.1％の成長（中国国家統計局ＧＤＰ統計）。
○ ＩＭＦによれば、世界経済成長率は、０７年：＋5.0％、08年：＋4.1％（World Economic Outlook UPDATE（０８

年７月）。

【概 況】
○ 資源国・新興国市場の成長に期待する企業が存在する一方で、米国等の先進国市場における需要減の懸念

が広がっている。
○ 今後のリスク要因としては、欧米市場の減速、為替変動、新興国におけるインフレや金融引締めなどが指摘さ

れている。

企業の声
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経済成長の見通し
2006年
実績

2007年
実績

2008年
予測

2009年
予測

世界 5.1 5.0 4.1 3.9
米国 2.9 2.2 1.3 0.8
ユーロ圏 2.8 2.6 1.7 1.2

ドイツ 2.9 2.5 2.0 1.0
フランス 2.2 2.2 1.6 1.4

英国 2.9 3.1 1.8 1.7
日本 2.4 2.1 1.5 1.5
ＮＩＥｓ 5.6 5.6 4.2 4.3
ＡＳＥＡＮ５（※） 5.7 6.3 5.6 5.9
中国 11.6 11.9 9.7 9.8
インド 9.8 9.3 8.0 8.0
ロシア 7.4 8.1 7.7 7.3
ブラジル 3.8 5.4 4.9 4.0
【出所】ＩＭＦ（2008年7月17日発表）

※ASEAN４にベトナムを加えたASEAN５で数値を公表
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【出所】「貿易統計」（財務省）

主要商品別輸出寄与度(金額ベース）の推移（対前年同月比）
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５．企業の雇用に対する姿勢は前年並み。

【指標の動き】
○ ７月の失業率は4.0％と、前月より0.1ptポイントの改善（総務省・労働力調査）。
○ ７月の雇用者は前年同月比▲11万人の5,524万人（総務省・労働力調査）。
○ ７月の有効求人倍率は0.89倍と、前月から0.02pt低下 （厚生労働省・職業安定業務統計）。
○ ７月の現金給与総額は、前年同月比＋0.3％（厚生労働省・毎月勤労統計）。
○ 日銀短観（６月調査）の雇用判断Ｄ．Ｉ．（全規模・全産業）は▲５％ptで、若干の雇用不足超（日銀・短観）。
○ 日銀短観（６月調査）によれば、０８年度の企業の新卒採用計画は前年度比＋4.1％（日銀・短観）。

【概 況】

○ 雇用については、前年並みの人員を継続的に確保するという姿勢の企業が回答の約半数を占めた。
○ 賃金については、企業間の業績に応じてばらつきがある。０７年度から０８年度にかけて、回答企業の４割強

は「上げる」、４割弱が「ほぼ同じ」と回答。
○ シニア層の再雇用に積極的に取り組む企業があり、また、足下で雇用情勢は厳しさを増しているが、技術職に

ついては人手不足気味との指摘もあった。

○ 定年等の退職者相当数の採用を行い、本年度の採用者は昨年度と同水準（セメント）。
○ 今年度の雇用はやや増加。退職者増に対応（一般産業機械）。

○ 前期が赤字となり、人員削減はやむをえない。派遣社員、契約社員を減らしている（電機）。

○ 意欲と能力のあるシニア層社員の継続雇用制度を整備し、６５歳現役社会に対応（化学）。
○ 技術力を維持するためには再雇用が重要。定年退職者が増加した４、５年前から実施（ベアリング）。
○ 中小企業は余剰人員を抱える余裕はなく、常に不足感。再雇用により総従業員は増える予定（中小・化学）。

○ 技術系を中心に増員。ベテラン技術者については、再雇用を行っている（デジタルカメラ）。
○ 全体として雇用が不足している状況ではないが、技術職の採用は困難で不足気味（自動車）。

○ 改正パートタイム労働法によるパートタイマーへの均等処遇の動きは、更に進む見込み（総合スーパー）。

企業の声
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１．原油・原材料価格の高騰は、製造業・非製造業を問わず、多くの企業の収益を圧迫。

○ 原油・原材料価格の高騰については、製造業・非製造業を問わず、９割程度の企業が収益圧迫要因と回答。
○ 企業の価格転嫁の程度にはばらつきがある。回答企業のうち、約４分の１は全く転嫁できていないと回答する

一方で、約４分の１は61～80％の転嫁を実現していると回答。
○ 製造業においては、価格転嫁の遅れ、それに伴う収益の圧迫を指摘する声が多い。また、価格転嫁を行った

企業から、転嫁のスピードが原油・原材料価格の上昇スピードに追いつかないとする声もあった。
○ 非製造業においても、消費者の生活防衛意識が高まる中、価格転嫁の難しさを指摘する声があったほか、ガ

ソリン価格の高騰を受けた客離れについての影響も指摘された。

○ 川上産業と川下産業の価格支配力が強いため、川中にある企業としては努力しても転嫁が困難（化学）。
○ 中国、インドの成長に伴う石炭価格高騰により、収益は圧迫（セメント）。
○ ここにきて原材料高騰価格の製品への転嫁交渉を試みる雰囲気が出てきたが、「だめでもともと」だというの

が実感。発注会社の営業サイドでは理解はあるものの、上層部の決済が降りない（中小・ゴム製造業）。

○ 鋼材市況が上昇したために、ある程度の価格引き上げはできたが、それ以上に原料コストが上昇（鉄鋼）。

○ 製品の値上がりは価格転嫁できているが、物流費、電気料、買物ビニール袋等の間接経費は価格転嫁でき
ず、利益を圧迫（百貨店）。

○ メーカーからの値上げ要請と消費者の生活防衛に挟まれ、苦悩している。ＰＢ商品の取扱や原価構成の見
直しなどで値上げを抑えているが、一部商品で転嫁（コンビニ）。

○ ガソリン高ということもあり、消費者が地元の低価格スーパーへ足を運ぶようになり、安売りスーパーが堅調
な動きを見せている（百貨店）。

○ 燃料価格高騰によるマイカー客の減少で、客足が悪い（テーマパーク・遊園地）。

トピックス：原油・原材料価格高騰の影響（その１）

企業の声
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○ 仕入れ先の多様化、安価な低品位炭を含めた原燃料の多様化や燃料を代替する廃棄物の利用拡大を今
後検討（セメント）。

○ 納入先との価格交渉、値上がり前の買い増し、先物取引による価格ヘッジ、省エネ・省資源化努力、自家発
電から買電への変更、重油から天然ガスへの燃料転換を行っている（ガラス）。

○ 製造コストの削減、省エネ投資、木質燃料等の代替燃料の利用で対応（ベアリング）。
○ 価格交渉、省エネによるコスト削減で対応（繊維）。

○ 買物袋などの用度品は紙を薄くするなどして対応している（百貨店）。
○ 物流費の削減、メーカーとの直接取引やＰＢ商品の取扱強化により、コストを削減（スーパー）。
○ 原材料調達方法の多様化、車載端末による燃費向上による物流費の削減（コンビニ）。

２．企業は、原油・原材料価格の高騰に対して、価格転嫁のほか、仕入れ先の多様化、省エ
ネ努力、物流費の削減等により対応。

○ 原油・原材料価格の高騰に対し、製造業では、納入先との価格交渉、仕入れ先の多様化に加え、価格高騰を
構造問題と捉え、省エネ努力、燃料転換等に取り組んでいる企業もある。

○ 小売り等の非製造業でも、消費者への価格転嫁が困難な中、物流費の削減やＰＢ商品の強化等により、コス
トの吸収に努めていることが窺われる。

トピックス：原油・原材料価格高騰の影響（その２）

企業の声
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全規模、大企業、中小企業 　　　　素材業種と加工業種（全規模）

※交易条件は日銀短観より当省独自に試算

　　交易条件＝「販売価格D.I.（上昇－下落）」－「仕入価格D.I.（上昇－下落）」
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【出所】企業短期経済観測調査（日本銀行）

交易条件の推移
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中間財 最終財 素原材料（右軸）

（前年同月比：％）
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【出所】「企業物価指数（2005年基準）」（日本銀行）

ͨ素原材料は国内品及び輸入品、中間財・最終財については国内品のみ

（前年同月比：％）

（参 考）原油・原材料価格の高騰の影響に関連する指標
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【出所】bloomberg、 （注）バレル＝石油・原油の計量単位（１バレル＝約１５９L）

9月15日
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05年1月3日

42.12



○ 前回調査（６月発表）以降、企業をめぐる環境は、内外ともに厳しさを増している。

○ 所得が伸び悩む中、食料品やガソリンなど、生活に身近な財の価格が上昇しており、家計
消費をめぐる環境は厳しくなっている。

今後の消費者物価やそれが家計消費に与える影響については、注視する必要あり。

○ 原油・原材料価格の高騰については、多くの企業の収益を圧迫。

企業は、先行きを懸念する一方で、転稼に向けた価格交渉に加え、省エネのための設備投
資など構造的な取組も見られる。

企業には、引き続き、ピンチをチャンスに変えるような取組が期待される。

○ これまで比較的好調であった輸出についても、資源国・新興国市場の成長に期待する声が
ある一方で、先進国市場の需要減への懸念が拡大している。

海外経済（特に、米国経済）の動向及びそれが我が国経済に与える影響については、引き
続き注視する必要あり。

○ 原油・原材料価格の高騰に伴う企業収益が圧迫される中、伸び悩む賃金、消費の減少とい
う問題に対処し、国民の不安を取り除き、我が国経済を強固なものとしていくことが重要。

○ ８月29月に決定された「安心実現のための緊急総合対策」について、対応可能な施策から
速やかに実施するとともに、「新経済成長戦略フォローアップと改訂」を早急にとりまとめ、関
係省庁が一体となった取組を強力に推進していく。
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